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アメリカ人日学会から

一人口研究最前線を読む＿

こ河 の野 温飼 み果

I アメリカ人口研究の府の厚さ

II アメリカ人口研究の特色

III 最近の人口研究の新しい展開

w 新しい理論的成果

v 新分野への拡大と研究の力点のシフト

［引用文献〕

I アメリカ人口研究の層の厚さ

アメリカの人口研究の層の厚さは． H本人口

学会に相当するアメリカ人口学会 (Population

Association of America,略してPAAと呼ばれる）

の会員数でみるのがひとつの方法である。現在

のアメリカ人口学会の会員数は約2800名となっ

ており，日本人口学会会員数が現在約390名で

あるのと比較すると． 7倍強ということができ

る。

しかし，アメリカ人口学の力の強さは日本人

n学会の 7倍強に留まっているとは思えない。

1996年のニューオリンズ年次大会では130の分

科会があり，さらに 2つのポスターセッション

が設けられた。これに1248名の人たちが，ペー

パーを発表するか，座長を務めるか，あるいは

予定討論者となった。そのほか203名は 2つ以

上の役割を持っており（もっとも 3つ以上の役割

を果たしたのは 1名のみ）全体では大体1450の

役割を果たしたことになる。これに対して，

『アシア経済』 XXXVII-10(1996.10) 

1996年の関東学園大学における H本人口学会で

は．ペーパーの発表者，座長．討論者を入れて

91の役割が行なわれた。こうしてみると，アメ

リカ人口学会の大会では，プログラムに参加し

た延べ人員数はH本人口学会の約16倍というこ

とになる。ちなみに，ニューオリンズのアメリ

カ人口学会大会には約1400名の参加者があり，

1996年に開かれた関東学園大学での8本人口学

会大会の参加者は140名であったので，日本の

約10倍の参加があったことになる。

このように，アメリカ人口学会の会員は半数

が大会に参加し，そのほとんどが研究成果を発

表するか，あるいは座長・ f定討論者としての

役割を果たしているが，日本人口学会の場合3

分の 1強が大会に出席し，プログラムに参加し

ているにすぎない。

世界には周知のとおり国際人口学会 (IUSSP)

という国際学会があり，各国の有力な人口学者

および関連科学者から構成されているが，この

会員約1800名のうちアメリカ在住者は約470名

で約 4分の 1を占める。しかし世界の人口研究

活動におけるアメリカ在住研究者の役割，貢献

度は 4分の 1どころではなく，おそらく半分に

近いと思われる。国際人口学会の準機関誌と

みられている Po如 talionStudies（イギリスの

London School of Economics発刊）の寄稿者の
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少なくとも半分はアメリカ在仕学者だし，その 会，そしてその機関誌 Demographyあるいは

ほかの間界のメジャーな人口‘i・，C̀j、i汀品である Population and Development Reviewはアメリ

Demography（アメリカ人LJ学会の懐門誌でもあ 力以外の人口研究者にとって格好の檜舞台とな

る）と Population and D⑰ elopment Review つていることである。アメリカ人口学会で研究

(Population Counci]発flj) における斎稿者の圧 を発表し，これらの学術雑誌に論文が掲載され

倒的多数は fメリカ人の学者である。 ることは，彼等の研究が国際的に通用するあか

II アメリカ人口研究の特色

すでにりり）ところに笠許が汽いたように（河

罪 1995)、アメリカの人il研完が他のhi, たと

えば日本， ドイツ，中l莉翌にわける人口研究と

比較して'；i常に戻なる点は，アメリカ以外の回

では人口研完がローカルか，ナショナルか，あ

るいは仏くてもせいぜいそのi_-I':！近辺のリージョ

ナルな（たとえば「i本におけるよfジアあるいは

束南アジアに関する）研究であるのに対し，アメ

リカのそれは灼れてインター・リージョナルで

あり，常にグti -••バルな，どこでも条件さえ充

たせば遮i;｝るような普厄件の人きいものを、も

向するポル J̀--9・ジの高さを特微とすることであ

る。このことはいささか誇張すれば，他の因の

人11研究がその住］や局辺の地姑9.C起さている人

i]現象についての記述や岡起点の指情を行ない，

そこでしか』用しない特殊な岬］合化を追求する

のに対して，アメリカ人口’学は吊に仇界のあら

ゆる局面に対しても這用できる了墨丘を追求す

る姿勢を蛉•っている， ということがCさよう。

わずかに，イギリス，フランスの人ll学は，脱

模は小さいがアメリカ人口学に準じており， i討

者は南アジア，中近束，アフリカのiIlイギリス

領品比，復竹は中近はアフリカの旧フランス

領請国に対して大きな彫響｝Jを持っている。

興味ふいことは，アメリカ人口学会の年次大

68 

しとなるのである。アメリカ人口学会は単にア

メリカ人の人l)学者の会合ではなく， ttt:界の人

ロ研究のショーウインドウのような役割を果た

している (9

それと関連して，アメリカ人口学会ではアメ

リカ以外の国々，特に途上国を扱った論文が非

常に多いのが特徴的である。これまで大会で発

表された報告のうち 3分の 1強はアメリカ以外

の国々についてであり，そのうち途卜国を扱っ

たものが非常に多い。特に中1、tl，メキシコ，そ

してラテンアメリカ，サハラ砂漠以南のアフリ

カ語国に関して多い。

アメリカ人口学会大会でアメリカ以外の国々，

持に途上国の人口梢勢を取りeげた論文が多い

理由として，第 1にアメリカの大学院には途t

国からの留学生が多く，彼等の博士論文の—.部

を大会で発表すること，第 2にアメリカ政府や

ロックフェラー財団のような民間団体から途 r
国研究に対してかなり 0)，しかも国籍を問わな

い助成金が出ていることが挙げられよう。第 3

として．アメリカの伝統的な国際的関心に加え

て． 1994年にカイロで開催された国際人LI・面

発会議を契機として，途卜国の人口増加，高出

生卒，環境破壊に関する関心が高まったことが

朽えられる。そして設後に第 4として， DHS

(Demographic and Health Survey)のような調

府の個来データが簡単に人手でき，それをもと

にしていくらでもオリジナルな研究ができるこ
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とにもよっていろ。

III ぷ近の人口研究の新しい展開

1970年代のアメリカ人口学において目覚まし

い発逹を追げた只濾は，（l）途J.：国における不完

令・不正確な人口統計の桧定． hiit^・推定技術．

待に間接払とよばれるガ法によっCll｛生乎・死

亡年を枡~'ii：．．する技術，（2）人ロモデル，特に出牛

力と家族計1加のマイクロ・シミュレーション・

モデル，そして(3)丈地は訂による：Wi)J・タEL

・移動の要因分析である（河野． 1980, 1995)。

これらの発逢の］『只には，それぞれ註目すべき

条件あるいは要因があった。

第 10)人い刑笠推定技術の発逹は，途」：国の

多くで家放□．i面噂及活動が活発化しC出牛率低

ドがみられヌ」ようになったが，その低下の程度

を厳密に;if'門する必団に迫られ， i司近やアメリ

力学術全嘉人ロ・人『ヴ委只会が人燦摸な調杏

研究活助をりな言ったことが推進JJとなっている。

笥2のマイクロ・シミュレーション・モデルの

発逹は， 1970年代にコンピューターの性能が飛

濯的に向rし，これまでできなかった乱数によ

る確率論的シミ，7.レーションが可能となったこ

とによっている。また広範即な丈應；：；守による

豊畠なデータの人手性もこれを推進した。そし

て最後に出4}）の要因分析0)院盛は，国連やア

メリカ開発：『ご尉庁0)揉助による「間界出，度力調

記の実施グよって，これまでみられなかった

糾い楕度と秀れた内容の調究結呆が得られたこ

とが大きい。川界出完力ぷ査はその中に各図共

通のモジコ-ヽ會ルを含み，そのために竺際比較が

"I能となった。またその分析にあたり，多くの

分析方法に開しての新機柚が打ち；ヽiiされ，形式

学界展望～～-t~-
人口学卜の発展，たとえばイベント・ヒストリ

一分析に繋った。

198(）年代以降は．以卜の70年代の蓄積をもと

に，アメリカ人口学が一附多彩になり．また深

化を遂げた時代である。本節ではその新しい展

開の特徴を眺めよう。

1. 新しい分野の出現

第 1の展開は，伝統的な領域あるいは分野を

超えて，これまで人口研究として取り扱われな

かった新しい問題が出現し，それと人口要因と

の関係に取り組み始めたことであろう。それは．

人口増加と環境悪化との関係，疫学との相互l?

人による疫病，傷古．あるいは不健康と平均紆

命との間の人口統計学的分析，ジェンダーと人

II 問垢．川・代間における富•財の移転と世代間

の負担そしてベネフィット•福利胴生の公平性

•平等件の問題，災害の人口学，国際人U移動

と不適比．犯罪の問閣，応用（ビジネス）人口

学といった新しい分野の開拓を例として挙げる

ことができる。

2. 人口分析ソフトの普及と多変量解析の簡

便化

第2の新展開は，コンピューター特にパソコ

ンが発逹・普及し，種々の人口解析ソフトの利

用が簡単にできるようになって，人口調介0)個

竺データを使った多変量解析が流行したことで

ある。 1970年代までは多変鼠解析は伝統的な項

回帰分析であり， MCA（重分類分析法で林の第

JI類と同じ），主成分分析といった方法であった。

1980年代になると非線型のロジット回帰法，ロ

グ・リニャー分析法，イベント・ヒストリー分

析法といった方法・技術が開発され，既成ソフ

トの普及によって比較的簡便に利用できるよう

になった。アメリカ人口学会の機関誌 Demog—

69 
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raphyをみると，今でも論文の多くは実地調査

の個票をもとにした多変凧解析による研究であ

る。

3. コウホート分析，イペント・ヒストリー

分析の隆盛

第3の特色は，人口分析においてコウホート

（同時発生集団）的考え方が横断而的分析に優る

ものとして盛んに行なわれていることである。

前述のとおり，ひとつには実地調査技術の改善

によってコウホート・データが人手しやすくな

り，またコンピューターの発達・普及も一役買

っている。出生力研究については，パリティ別，

出産年月別の出産歴が正しく得られるようにな

れば，出産間隔，そしてたとえばパリティ 2か

らパリティ 3への推移確率を求めることができ

る。もちろん出生力以外の，罹病歴と死亡との

関係，移動歴，結婚離婚 再婚の過程に対し

ても類似のより動学的アプローチを行なうこと

ができる。これはイベント・ヒストリー分析の

出発点であり，人口現象も横断面としてではな

く，時間の経過に伴うダイナミックな様相を把

えることができる。

イベント・ヒストリー分析は，コックス (D.

R.Cox)の先導的研究，カルプフライシュ＝プ

レンティス (J.D. Kalbfleisch and R. L. Prentice) 

等の著作によって， 1980年代になって盛んとな

った統計学的技法である。この技法は形式人口

学固有の分析方法（たとえば後述の多相生命表）

てはなく，重回帰分析法のような一般的な統計

学上の方法であるが，その中でも代表的な比例

ハザード・モデル分析は淋寺よく用いられた菫

回帰分析法や MCAに代わって近年爆発的とい

ってよいくらい人口分析に用いられている。比

例ハザード・モデル分析法は説明変数が時間の

70 

経過中不変なものをいい，時間によって変化す

るものを単にハザード・モデル分析というが，

前者はメンケン等によるアメリカの結婚解消の

研究を嗚矢とし (Menkenet al., 1981)，後者はト

ラッセルとハマスラウによるスリランカにお

ける乳幼児死亡率の研究が最初の試みである

(Trussell and Hammerslough, 1983)。ハザート

・モデル分析は今回1996年にニューオリンズで

開催されたアメリカ人口学会大会の報告論文に

おいてもしばしば用いられているように，現在

アメリカの人口研究において最も有効な分析道

具のひとつとなっている。

4. 多相生命表の発達と応用

第4の特徴は同じくコンピューターの普及に

よるところが大きいが，多相生命表あるいは多

次元生命表の発達，そして応用である。複合

生命表あるいは複因生命表 (multipledecrement 

table)はすでに1950年代以前に考案され作成さ

れていたが（たとえば労働力生命表，結婚表，初

婚表等），これを拡張して一般化し，たとえば

結婚は，本人の死亡，配偶者の死亡，そして離

婚によって一方的に減少するだけの不可逆的な

ものではなく，再婚によって元の有配偶の状態

に戻れるというような可逆的状況を扱うことが

できるのが多相生命表 (multiple-statelife table) 

の長所である。

多相生命表のアイデアは，恐らくフランスの

人口学者デュポア (P.Depoid)に潮る。しかし，

この多相生命表あるいは多次元生命表を今日の

形で完成させたのは，多地域の人口分布変動を

長年研究し多地域生命表の考えに至ったロジャ

ース (Rogers,1980) と，配偶閃係別人口に関す

る増減生命表(increment-decrementlife table)の

開発を進め多相生命表の考えに至ったショーン
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(Schoen, 1975, 1988)の功績である。以上の 2つ

の学問tの流れは，やがて多次元人il学として

合体され統合されるに至る (Landand Rogers, 

1982)。

このように，多相生命表の方法論的完成と洗

練はアメリカを中心として行なわれたのであり，

またその応用も今日アメリカで圧倒的に多く試

みられている。

5. 分子的人口学，家族人口学の発展

第 5の特徴は，人口の原子的結合原理から分

子的結合原珂への拡張・レベルアップであり，

家族人口学の発展である。このカテゴリーの発

展は，油述のシミュレーション・モデル，イベ

ント・ヒストリー分析，多相生命表の発逹と相

呼応している。 1970年代までは家族・世帯の分

析は，センサス・データ等の横断面的分布を扱

った静饂的分析が主流であった。しかしボンガ

ーツ等は，家族の形成，拡大，縮小，そして消

滅というライフサイクルの流れを，婚姻率，出

生率，出牛間隔，死亡率という一連の動態確率

の変化に関係づけ，定悶的に解析できることを

示した (Bongaarts,Burch, and Wachter, 1987)。

そして，これらの人口動態要因を某礎に，世帯

，t享あるいは世帯規模の推移確率I}）ような社

会経済的変数が加味されて，世帯形成の人口学

へと発展する鱗礎作りが行なわれている (Keil・

man, Kuijsten, and Vossen, 1988; Imhoff et al., 

1995)。

IV 新しい理論的成果

アメリカ人口学は，戦後1950年代， 60年代，

70年代の蓄積を土台にして， 80年代，そして90

年代前半にもいくつかの新しい理論，モデルを

学界晨望～中一~―-~--

開発してきた。これらの全容をここで論ずるこ

とは不可能だが，そのいくつかを学げると，次

のとおりである。

1. 安定人口理論の拡張

安定人口理論はロトカ (A.J.Lotka)によって

応完成されたが，それは女子の年齢別出牛率

と男・女のそれぞれの年齢別死亡率が一定とい

ぅ，きわめて制限されたものであった。もっと

も死亡率は少し変化しても，結果は準安定人口，

すなわち経験的には安定状態に近いものとして

把えることはできる。さてプレストンとコール

は，ロトカの安定人口理論を拡張し，いかなる

場合の人口，すなわち年齢別出生率・死亡率か

ぅビでなく， しかも人口が封鎖的でない，人口

移動も考慮に入れた最も一般的な場合における

人口，の動態率と人口構造との関係を数学方程

式によって表現するのに成功した (Prestonand 

Coale, 1982)。形式人口学の最も基本的課題は人

口動態と人口静態との関係，出生率，死亡率，

移動率と人口構造・人口分布との関係を明らか

にし，数量的関係を設定することであろう。こ

こにおいて拡張された安定人口理論は重要な意

味を持ち，これによってたとえば途上国の静態

統itに基づく出生率・死亡半の推定に新しい光

を投げかけることになろう。

2. 出生力決定理論の深化

すでに1960年代， 70年代において，出生力に

影曹を及ぼす社会経済的要因に関する研究はほ

とんど無数といってよいくらい大量に行なわれ

てきた。家族計画普及に関する要因分析研究を

含めると，このジャンルの研究は当時恐らく最

も隆盛をきわめ， hとも多くの有能な人口学者を

動員した領域であったといえよう。家族計画も

含めた出生力の社会経済的要因研究は，最近そ

7I 
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の相対的孤‘佐力は臼ほどではなし＼としても，ァ

メリカ人！ i了の中で依然『要な分野たる地位を

失ってしヽ ない。

この領城では．：l：1カ，→［摯恥索族の分野に

ミクロ経済学の利；言品大化の瞑．．へ…を•會苔人し．ェ

レガント；’ュ・しデルを構管したベソカーを図袖と

するシカゴ J ロン Fア学派の成累が有名であ

るか (Hecker,1 %0, 1991; Febrcro and Schwartz. 

として家族計画の普及に力を人れていることが

背屎となっている。さらに，マトラプ地いでも

チョゴリア地区でも家族計画の普及活動が効率

的に行なわれており．質の高い医療・避妊の指

苔・サービスが地域の家庭に提供されているこ

とが学げられる。

途 l：国の出生率低卜＾において人口政策の役割

を30年来強調しているのは．アメリカ人口学の

1995)． jJ{M1))の供給サイドと出生抑制技術 泰斗フリードマンである。フリードマンはすで

の人fftを：？予し合学のll,；要サイドと試介したイー

スタリンを中心とするペンシルバニr学祇0)貞

献も特宵すべさである。イースタリンの出4

｝］の紺済＇『と社 2,.i・を結合した埒論 (Easterlin,

Pollak, and W加 hter,1980)は．ュールを委員長

とするアメリカ学惰会ふ人[l・人口学妥只会0)

出外：．力決よ旦分刊会がirなった化人なぶ査研究

の中でぶ夏な可論的枠紺となった (Bulatao

and Lee, 1983)。またイースタリンは．スリラン

力とコロンビアに把する川界出；？力誡杏，およ

び台訂とインドのマクロデークを用いて．出牛

力に畏りする ・供給統合モゾ ・9し9(/）必潤研究を

クリミンスと尺炉jして行ない，：度のモデルが1Î

鵠を射ていることを{f.．証している (Easterlinand 

Crimmin,;, I'.)85)。

出生率はしかし社会経済的要囚，あるいは因

連等が用いる “devむlopm叩 tal"な空数，菱因

によってのみ低↑•9るものではない。たとえは

品近バングフ J・シてのマトラ刀立ドとケニアの

チョ．j・リ r惜出でかなりの出牛字低ドを小して

いるが，これらは決して経済院えの店んだ地域

ではなく，非賞に賃しい地域である。それにも

かかわらず；ii1怜が低下したのは，バングラテ

シュ・ケー、ア討国政府ともに自いの出生率が凪

いと認ふし， でのために出牛亨抑制を 1ご~iの政策
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に1965年のベルグラードにおける世界人口会議

において，社会経済的条件が十分成熟していな

くても，国や政府の人口政策への強い意志，家

族叶両を普及させようとする周到な組織的努力

があれば，出生率が低卜^し得ることを初めて提

起した (Freedman,1966)。品近の一連の研究棘

告においても， t品のバングラデシュの例を引

きながら，経済的要因とは異なる政治的要囚の

効果，あるいは家族計両を良しとするものの考

え方・アイデアの伝播を促進する文化的要因の

f要性を説くのである (Freedman,1990)。

このフリードマンの説く政策的要因の重要性

を強調した一連の研究として，モールデンを中

心とするポピュレーション・カウンシルの研究

がある (Mauldinand Berelson, 1978; Mauldin 

and Lapham, 1985; Mauldin and Ross, 1991)。こ

れらの研究は， 90にも及ぶ途l••国を 2 つの要因

群で160)クラスに分類する。ひとつは社会経済

的要囚群で，もうひとつは “programefforts", 

つまり政府の家族計画普及活動に対する熱怠，

努力度，活動組織の効率性，避妊器具や朕薬品

の人手性の程度等に関しての要囚群であり， こ

れらに分類された各クラスの国々の出生率の変

化（低F)状況を表したものである。この研究

で得られたぷ要な知見は，社会経済的レベルが
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高いほど出生率低下は著しいが， しかし一方人

口政策の強変あるいは家族計画普及活動に対す

る政府の努力度，効乎性のいかんも出牛宰低下

に大きく寄与するという点である。

モールデン等の行なった国ベースの多変量解

析によれば，社会経済的レベルが出牛率低下に

直接影響する効果よりも，政策的変数が及ぽす

直接的効果の方が大きい。ただし，政策的行動

を行なっているかどうかに対しては' -国の社

会経済的レベルが大いに影響しているという複

雑な構図になっている。しかしいずれにせよ，

国の意志的行為としての人口政策という要因が，

途上国の出牛率低下にとって重要であるとの知

見は只式であり，途上国における太応計画普及

活動の大きな役割と，国連や←二国間の ODA活

動の烹控を［り確認する烹昧で，モールデン等の

一連の研究は十分評価できる。

3. 人口転換理論の修正

コールドウェルは社会人類学の立場から，す

でに人ij附漢理論のPi考を行なっていた (Cald-

well, 1982)。 それとは別に，コールを中心とす

るプリンストン大学のヨーロッパ出生力研究グ

ループは． 20年の長きにわたったヨーロッパの

小地域別出生率低下の研究を1986年に完成させ

ている (Coalea叫 Watkins,1986)。これは伝統

的な人口転換学説の説く，近代化，経済社会発

展と出牛字算下との緊密な関係の＾合唸を修正し

たもので，近代化と出牛率低下との間に文化的

要因（言語・宗教）が強力に介在することを示

したものである。この研究から得られた結論の

ひとつは，出生率低下の条件として．出生カコ

ントロールを是認する考え方，計両方法に関す

る知識の伝揺・許及の効果が軍要であることを

指摘している。

学界展望・--~～--～←

4. 人口と開発・資源・環境に関する

修正主義

かつてのコールとフーバー (A.J. Coale and 

E.M. Hoover)の古典的研究は人口増加による

途上国の開発不全論を主張したが，国連人口基

金． FAO,柑界銀行は，過去20年間にわたり

途上国の高い人口増加率が開発の遅滞をもたら

し，生活水準の向上を阻害していると説く。ま

たポール・アーリック (PaulR. Ehrlich)とレス

ター・プラウン (LesterR. Brown)は，それぞ

れ少し違った視点から，世界人口の急増，発展

途上地域の人口圧迫は生存資源の涸渇，地球環

境の破壊に大きく寄与しており，人口増加を停

Itし，これまでの生活スタイルを変えることか

破局を避ける重要な解決法だと主張している。

しかしアメリカ学術会議の1986年の報告胄は，

それが急激なものでない限り，おだやかな人口

増加率はむしろ経済開発を活発にし，生活水準

の向上を促進する効果があるとの結論を打ち出

している (NationalResearch Council, 1986)。ま

た最近のプレストンの研究は，地球環境破壊に

関して，人口増加は少なくとも最大の要因では

ないとの，多変量解析の結果を披露している

(Preston, 1994a)。地球環境悪化は人口増加その

ものによるものではなく．本質的には環境管理

体制の欠如の結果であるという (Preston,1994b)。

一方パナヨトウは，多くのケース・スタディ

に某づいて，途t国における環境悪化の根本的

原因は不安定な土地所有の形態であり，農民が

金を借りることのできる金融制度を持たないこ

とであり，農家に対する国や州の農業政策が

誤っていたことであるとする。反面農民の人

口増加の影響はそれほど大きくないと結論する

(Panayotou, 1995)。
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現在でも，アメリカの人口経済学者の多くは，

これまで“ただ”だと思われていた咆球環境の

要索，すなわち大気，水，河川，森林．地下賓

源等の利用を内部経済化し，その利用あるいは

それへの廃棄物の投寮に料金・税合を課せば

（たとえげ炭素税），代替利用と環菜管理化を促

進して，必要資源確保と環境保全は維持できる

と考えている。その点日本のジャーナリズム，

論壇は大体常に悲観主義的であるのが日につく。

5. 人口移動研究の新しい枠組

これまでの人口移動研究においては， トーマ

ス(D.S.Thomas)やトダロ (M.P.Todaro)の業

績にみられるように，出身地と流人池との間に

ある経済岱貫（所得格ふ賃金格え）が移動の原

因であった。またこれまでの人口移動研究は，

ほとんどマクロ的視点から行なわれていた。ス

タークの研究は，人口移動が個人の1げりでなく，

家族の視点から行なわれていることを強調する

(Stark, 1991)。また人口移動は，マクロ的には

出身地と流入地との間の所得格芹が［原因である

といいな豆らも，丈際には社会学の準挺集団理

論(referencegroup theory)で論ずる相対喪失感

(relative dもprivation)によるところが大きい。

つまり移訥者がそのよま生まれ故郷で生活を続

けると何か人生で損をしているのではないかと

いう喪失感に駆られて移動する， というミクロ

的メカニズムが移動の要因としてア『要であると

論ずるのである。

一方マスイは社会学的な立湯から，国際人口

移動が出身地と流入地の経済格差もさることな

がら，ずでに移住した親戚との血籍ネットワー

クというチャネルの存在によって行なわれてい

ることを強調する (Massey,1990)。たとえばア

メリカヘの国際人口移動の場合，出身地のプッ
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シュ要因，流入地のプル要因だけでは移動は成

立しない。以上のネットワークが母国へ向かっ

て張りめぐらされているからこそ，途上国から

アメリカヘの移動は盛んとなっている (Massey

et al., 1993; Martin and Widgren, 1996)。人道主

義的な立場をアメリカ政府がとり，血縁の人た

ちの移民を許可する限り，途上国からの流入は

終わるところがないであろう。

v 新分野への拡大と研究の力点の

シフト

品近アメリカ人口研究では．これまで閑却さ

れていた分野が直要なものとしてカムバックし

たり，あるいは新しい分野の研究が時代の変化

とともに関心を呼び開拓されつつある。これら

について簡単に触れてみよう。

1. 成人病と寿命の研究

1980年代まではすでに述べたように，出生力

・家族計画に関する研究が，途t国の不完全デ

ータの検定，動態率の推定と人LIモデルの構槃

とともに最も華々しく行なわれた時代であった。

それと比較して死亡率の研究は沈滞していたと

いってよい。また死亡研究の中でも乳幼児死亡

率の研究は，出生力研究との関連において柑％

に盛んであったが，成人あるいは中高年におけ

る死亡研究，特に成人病罹患との関係について

はあまりみるべきものがなかった。一人気を叶

いていたのはアメリカ人口学界のクラウン・プ

リンスといわれたプレストンくらいのものであ

った (Preston,1976, 1980)。死亡に関しては，出

生｝］に関するイースタリンの孟要・供給モデル

のような統合モデルもできていないし，近接要

因に相当する要因群の体系化も行なわれていな
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゜
しかし， 1980年代になって．死亡研究の復興

が顕著にみられ，大きな学問的潮流となってい

る。多相生命表の応用．異竹件（heterogeneity)

の考え方の導入，イベント・ヒストリー分析は．

死亡研究を奥行きのある．そして厳密な科学に

什吃てた (Manton:md Stallard, 1984, 1988; Man-

ton, Stallard, and Singer, 1993)。アメリカにお

いても人口高齢化はようやく多くの関心と懸念

を喚起し．中高年の疾病，イ浪健康と死亡．ある

いは老人区豪の問題は人口学の中心的課題にな

りつつある。すでに仄療人口学(medicaldemog-

raphy)という新しいジャンルが形成されつつ

ある (Manton and Stallard, 1994;'Wills and 

Manton, 1992)。

寿命がこれからも延びるであろうという考え

方は，人口統Jt学者の間で強い。現{tの先進固

にはまだ死Lのリスク要因が多い。喫煙，過度

の飲酒，高J レ入テロールの脂肪食を人-i]に摂

取する習慣，肉体労働者にみられる爾羹業ハザー

ドであるが，これらのリスク要因を次々と取り

除けば，死亡年はさらに低下し好命が延びると

考えるものてある。

これに対してオーシャンスキーは，新生物進

化論のヽ T開から，人間の好命には限界があり，

現在の人間の紆命は上限にかなり接近している

ので，人口統計学者の“機械的”批叶0)ように

はならないと反論する。また彼は， li命の伸長

は中高年で増加している慢性的疾病・障害，

そして石品・介晶のサービスの負担とトレー

ド・オフしたにすざないとt張する (Olshansky,

Carnes, and Cassel, 1990, 1991)。しかしながら，

死亡リスク嬰因の除去の効果は逓減するとして

も，寿命の伸長は現在のアメリカの平均紆命

学界展望～---～^

（男73歳．女79歳）よりもかなり tのところま

で行くだろう，という再反論もある (Preston,

1993)。

少しこれまでの文脈からはずれるが，最近新

しいタイプの伝染病があちこちで発生している

ことをオーシャンスキーは1996年のアメリカ人

n学会で報岩している (Olshanskyet al., 1996)。

これまで人類は伝染病疾患のエイジェントであ

る細菌やウイルスを制圧したと思っていたが，

近年エイズ，工ポラ感染症，コレラ，そして結

核が手を代え品を代えて現れている。地球が将

来温暖化すれば，新しい強力な伝染病の狙振も

与えられ．これらは平均寿命伸長に対する新手

の阻古要因となるかも知れない。

2. 高齢化と世代間の恩恵・負担の不平等性

1980年代になって人口高齢化の問題が蔽重要

研究課題のひとつとなったことはすでに述べた。

そこでアメリカ人口学では，伝統的な従属人口

負担の問題に加えて，特に世代間の窮•財の移

転，柑代間の負担と恩恵の不平等性，・イ＜公平性

が問題とされている。 1984年のアメリカ人口学

会ミネアポリス大会の会長講演において，時の

会長プレストンは，高齢化の進行のもとでアメ

リカでは老人の福祉が期待以上に手駆くなって

いるのに対して， もう一方の従属人口である年

少人口， f供の福祉・教育は割を食い，むしろ

悪くなっていると述べた (Preston,1984)。これ

を契機として，人口学の中で世代間の処遇と恩

恵のイ河平等性を扱う研究がにわかに盛んとなっ

た。

これまでの高齢化の人口研究はほとんどがク

ロスセクショナルな静態分析であり，ダイナミ

ックな視野に欠けていた。リーはまず出生率・

死亡率がアメリカ人のライフサイクルの変化に
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いかに影響を及ぽすかのフレームを作り，そこ

でライフサイクルに従い生産， ii'i費，応•財の

世代間移転がいかに行なわれているのかをぷす

定量化モデルを構築した (Lee,1994)。リーのこ

の研究はマクロ・モデルであるが，今後研究が

ミクロ・レペルに，そして家族人口学的展開に

向かって進むための基礎を固めたといえよう。

3. 人口と環境問題

地球狐寛破壊は人類にとって凪も深刻な脅威

となっているが，近年途上国の人Il芍加と貧困

がそれに拍車をかけているといわれる。しかし，

人口と環境との関係は，その中間に資源に対す

るわれわれのアクセスをコントロールする経済

メカニズム， L業技術，社会制度が介在してお

り，決してストレートな関係ではない。

人[1と環境問題の関係の研究は，これまでの

人口学の祈究アプロ--チ，パラダイム，方法論

を超え，人口学そのものではないが，しかし人

口学以外0八既存科学のいずれにも属するもので

はない。それは人口研究の新ジ彎＼ンルを形造る，

新しい学隈的領域である。これまでの人口研究

が蓄積してきた分析技術によって，アメリカ人

口学は新しい頷域の開拓に挑戦しつつある。す

でに途卜司の人口陪加と資源・頑境に間する研

究のプロト・タイプともいえるものができつつ

ある (Bongaarts,1992; Torrey and Jolly, 1993)。

4 人口推計

現什拓いられている人口推計O)J-j法，；合は大体

30年くらい前に確立したが，その後根本的なプ

レークスルーはみられなかった。アメリカの公

式推計はセンサス婦において行なわれているが，

基本的には日本でも用いられているコウホート

複合法 (cohort-componentmethod)によるもの

である。しかし， 1990年代になりリーを中心と
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して確率過程を導入した人口推計が試みられ，

新しい次元を開くようにもみえる (Leeand 

Tuljapurkar, 1994)。そこでは出生率・死亡率を

確率過程のランダム・ウォークとして考えるア

プローチがなされている。人口推計を確率論的

に把え，誤差の範囲を示そうとしたものである。

リーとその協力者は確率論的推計に先立ち，

出生率と死亡率の推計について興味ある試みを

行なっている。出生率に関しては，時系列分析

で用いるボックス＝ジェンキンズ (G.E.P.Box 

and G.M. Jenkins)のARMA（混合自己回帰移

動平均）モデルを用い将来への補外を行なって

いる (Lee,1993)。死亡率に関しては，中央死亡

率の補外に用いるエレガントなパラメトリック

・モデルを開発している (Leeand Carter, 1992)。

この死亡率モデルは特に適中度が高く，アメリ

カ人口学者の間では（たとえばプレストン）非常

に評判が高い。かように最近になって，長い間

沈滞していた人口推計の方法論に関して新風が

吹きつつある。

5. リプロダクテイプ・ヘルスと人口政策

1994年のカイロ国際人ロ・開発会議において

は女性のエンパワーメント，すなわち女性の地

伯の向上と役割拡大の強化が最大の焦点となり，

それが今後世界の人口問題解決の鍵を握るもの

として確認された。またリプロダクティプ・ヘ

ルスという新しい概念が認知され，これまでの

家族計画を超えた，より広い活動領域が設定さ

れた。この新しいアプローチによって，これま

での人口政策は再編成されるものとされるが，

実はこのリプロ・ヘルスの考え方はごく最近t

にアメリカで形成されたものである (Sen,Ger-

main, and Chen, 1994; Dixon-Mueller, 1993; 

Finkle and McIntosh, 1994)。
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元来，女性の教育水準の向上と家庭外就業，

地位の向tか家族形成に及ぼす影響についての

着眼は，人口問題の新しい切り口となっていた。

しかし，カイロ会議で行なわれたように，女性

のエンパワーメントとリプロ・ヘルスを人口政

策の主座に据え，家竺、JI両を中心に進めてきた

これまでの人口政策を再編成しようとする壮図

は，いまだに分かりにくいし，すべてのアメリ

カ人口学者が納得しているわけでもない。女性

のエンパワーメントとリプロ・ヘルスについて

は， 1994年以降毎回アメリカ人l]学会大会にお

いて取り上げられているが，予省の印象を述べ

れば，徐々にカイロ会議の合意文鰭「ICPD行

品Jt画」に対する批判が湧き tがり始めたよう

にみえる。

この行動計画の長期間における策定過程には，

正統的なアメリカ人口学者のほとんどは参加し

ておらず，またヒャリングも受けていないとい

うのが実情であり，多くのアカアミックな人口

研究者はクールな目でカイロ会瓜浚の経過を見

守っているといってよかろう。

これはアメリカ人口学会そのものではなく，

オーストラリアの人口学の重鎮コールドウェル

が招集したフォーラムではあるが，カイロ会議

の成果を再考したセミナーが1995年に開かれて

いるので紹介したい (Caldwell,1996)。このセミ

ナーにはアメリカの人口学者も数名参加してい

る。

セミナー参加者は，一般にはカイロ会議の成

果を評価しているが，しかしそこに参加した人

口研究者のほとんどが，女性のエンパワーメン

トだけでは世界の人口問題は解決しないだろう

とコメントしている。そして，カイロ会議は当

初蔽重要テーマであるはずであった人口増加と

学界晨望がふ-

地球環境悪化との関係をほとんど討議せず，ま

た人口高齢化問題，先進国の少子化問題をバイ

パスしていると批判する。さらに，ポッツは，

リプロ・ヘルスの運動は， これまで営々と築い

てきた国際的家族計画活動に危機をもたらすも

のと坐えている (Potts,1996)。

学問と国際人ロポリティックスとの乖離が大

きくなっている。 2004年の国際人口会議までに，

正統的アメリカ人口学者の積極的参加と貢献を

望みたい。
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